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令和７年度当初予算編成

令和７年度は第６次朝日町総合計画前期基本計画の最終年にあたり、基本計画の着実な推進を図る必要がありま
す。
しかし、令和７年度当初予算においては、義務的経費やデジタル関連経費の増など厳しい財政運営が予測されるこ

とから、より一層の事業の選択と集中を行い、基本計画を着実に推進できるよう予算編成を行いました。

さらに、「朝日町財政改革推進プラン」の２年目にあたり、プランで掲げた具体的な取組事項を反映させた「予算
要求基準」に基づいた予算編成を行い、財源確保のため交付税措置のある町債を発行するなど財政調整基金の取崩額
の抑制を図りました。

予算編成の過程
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当初予算の概要

令和7年度 令和6年度
対前年度比

増減額 増減率

一 般 会 計 4,937,000 4,550,000 387,000 8.5

特 別 会 計 1,539,133 1,555,148 △ 16,015 △ 1.0

墓 地 公 園 5,230 5,300 △ 70 △ 1.3

国 民 健 康 保 険 684,106 700,447 △ 16,341 △ 2.3

介 護 保 険 686,871 689,852 △ 2,981 △ 0.4

後期高齢者医療 162,926 159,549 3,377 2.1

企 業 会 計 1,954,487 1,881,301 73,186 3.9

水 道 事 業 465,092 392,240 72,852 18.6

下 水 道 事 業 1,489,395 1,489,061 334 0.0

総 計 8,430,620 7,986,449 444,171 5.6

国の施策である物価高騰対応重点支援給付金事業(60,112千円)や町史編さん事業(19,000千円)等が昨年度で終了した
ものの、人件費、扶助費や公債費の義務的経費の増額（121,485千円）、また、基幹系業務システム標準化対応事業
(120,746千円)や小学校タブレットPC更新事業(95,010千円)、さらには三重北通信指令センターシステム更新事業を含む
常備消防事務委託事業(167,695千円)の計上により、一般会計の予算総額は昨年度と比較して3億8,700万円増額の49億
3,700万円(対前年度比＋8.5％)と過去最大規模の予算となりました。
特別会計及び企業会計の予算編成については、その設置目的を念頭に置きつつも独立採算の原則を踏まえ、長期的な

展望に立って収支の均衡を図ることを基本としました。一般会計からの繰入れについては、サービス水準の維持に努め
つつも、事業内容を精査した結果、約4億7,000万円となりました。
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(単位：千円、％)

2



一般会計の主要事業

みんなで創る

あかるい未来

ささえ合い

ひとみ輝く

朝日町

・中学生までの子ども医療費助成事業 72,378千円(継続・

（窓口負担無料化を中学校修了まで拡大） 一部拡充)

・学童保育所運営補助事業 67,745千円(継続)

・子育て世帯訪問支援事業 1,240千円(新規)

1．誰もが健やかでいきいきと

暮らせるまちづくり

・小学校タブレットPC更新事業 95,010千円(新規)

・博物館展示会事業 3,000千円(継続) 

・朝日小学校円形校舎(登録有形文化財)後世伝承事業

438千円(新規)

2．夢・希望に満ちた人づくりと

歴史・文化の香るまちづくり

・常備消防事務委託事業 167,695千円(継続)

・環境クリーンセンター負担金事業 111,150千円(継続)

・消防団施設整備事業 36,279千円(継続)

・1・2級町道等維持修繕事業 31,551千円(継続)

・教育文化施設ビオトープ改修事業 6,800千円(継続)

・特殊詐欺防止装置購入費補助事業 210千円(新規)

3．安心・安全で快適なまちづくり

・企業誘致奨励金事業 27,904千円(継続)

・朝明商工会補助事業 7,180千円(継続)

・多面的機能支援事業 4,699千円(継続)

4．活力とにぎわいのある産業のまちづくり

・基幹系業務システム標準化対応事業 120,746千円(継続)

・住基ネットワークシステム単独化事業 6,856千円(新規)

・地域づくり支援事業 6,000千円(継続)

・LINE公式アカウント情報配信システム構築事業

3,905千円(新規)

・第6次総合計画後期基本計画策定・総合戦略策定事業

2,678千円(継続)

5．町民と行政が一体となった協働のまちづくり
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一般会計歳入の内訳

７年度予算 ６年度予算 増減額 伸　率 構成比

2. 地方譲与税 28,576 28,576 0 0.0 0.6

3. 利子割交付金 1,000 1,000 0 0.0 0.0

4. 配当割交付金 16,000 12,700 3,300 26.0 0.3

5. 株式等譲渡所得割交付金 22,400 10,200 12,200 119.6 0.5

6. 法人事業税交付金 32,500 32,500 0 0.0 0.7

7. 地方消費税交付金 277,000 275,000 2,000 0.7 5.6

8. 自動車取得税交付金 1 1 0 0.0 0.0

9. 環境性能割交付金 4,200 4,200 0 0.0 0.1

10.地方特例交付金 13,800 107,760 △ 93,960 △ 87.2 0.3

11. 地方交付税 951,000 934,500 16,500 1.8 19.3

12.交通安全対策特別交付金 800 800 0 0.0 0.0

13.分担金及び負担金 46,130 48,222 △ 2,092 △ 4.3 0.9

14.使用料及び手数料 22,839 23,393 △ 554 △ 2.4 0.5

623,181 470,695 152,486 32.4 12.6

278,571 257,644 20,927 8.1 5.6

17. 財産収入 2,808 2,196 612 27.9 0.1

18. 寄　附　金 11,001 9,191 1,810 19.7 0.2

20. 繰　越　金 1 1 0 0.0 0.0

21. 諸　収　入 122,071 110,247 11,824 10.7 2.5

4,937,000 4,550,000 387,000 8.5 100.0

(単位：千円、％）

款 増　　減　　の　　主　　な　　内　　容　　　(対前年度当初予算比）

1. 町　　　税 2,141,300 2,016,040 125,260 6.2

定額減税減収補填特例交付金　△93,960（93,960→0）

43.4
個人町民税  103,960（665,040→769,000）　法人町民税  20,000（100,050→120,050）

固定資産税  △2,200（1,149,000→1,146,800）　軽自動車税  2,300（28,750→31,050）

15. 国庫支出金

児童手当国庫負担金  101,323（166,993→268,316）　　デジタル基盤改革支援補助金  83,087（37,658→120,745）

障害者自立支援給付費国庫負担金  7,620（72,887→80,507）　子ども・子育て支援交付金　6,570（26,132→32,702）

参議院議員選挙委託金　6,203（0→6,203）　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金  △55,070（55,070→0）

普通交付税 21,000（890,000→911,000）　特別交付税 △4,500 (44,500→40,000）

高齢者インフルエンザ予防接種本人負担金　△1,476（1,476→0）　保育所運営費本人負担金 1,604（40,200→41,804）

16. 県支出金

公立学校情報機器整備事業費補助金  27,610（0→27,610）　三重県知事選挙委託金  5,812（0→5,812）

地域子ども・子育て支援事業補助金  5,282（23,897→29,179）　児童手当県負担金  △10,322（41,748→31,426）

みえ森と緑の県民税市町交付金  △8,611（15,033→6,422）　医療的ケア児保育支援事業  △5,301（5,301→0）

ふるさと寄附金  1,810(8,190→10,000)　　　　

19. 繰　入　金 254,021 158,734 95,287 60.0 5.2

財政調整基金繰入金 82,000(113,000→195,000)　石油貯蔵施設立地対策等交付金基金繰入金 11,281（0→11,281）

減債基金繰入金 5,000(20,000→25,000)　自治区振興基金繰入金 2,005（6,970→8,975）

合　　　計

庁舎建設基金繰入金　△3,897（3,897→0）

派遣職員給与還付金  11,375（6,363→17,738） 　保育園児給食費  △2,970（16,408→13,438）　

22. 町　　　債

三重北通信指令センターシステム更新事業 40,600（0→40,600）　消防団施設整備事業  19,600（1,900→21,500）

87,800 46,400 41,400 89.2 1.8
教育文化施設空調機更新事業 5,600（0→5,600）　三重県防災行政無線（衛星系）設備更新事業 3,400（0→3,400）　

１・２級町道等維持修繕事業  1,700（10,300→12,000）

臨時財政対策債  △26,000(26,000→0)　緊急自然災害防止対策事業  △3,500（8,200→4,700）
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町税の状況

区 分 令和7年度 令和6年度
対前年度比

増減額 増減率

町民税(個人) 769,000
665,040
(759,000)

103,960
(10,000)

15.6
(1.3)

町民税(法人) 120,050 100,050 20,000 20.0

固定資産税 1,146,800 1,149,000 △2,200 △0.2

軽自動車税 31,050 28,750 2,300 8.0

町煙草税 72,000 72,000 0 0.0

入湯税 2,400 1,200 1,200 100.0

合 計 2,141,300
2,016,040

(2,110,000)
125,260
(31,300)

6.2
(1.5)

1,949 

2,066 
2,080 

2,231 

2,091 

2,057 

1,971 

2,015 
2,027 

2,052 

1,800

1,900

2,000

2,100

2,200

2,300

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

(百万円)

町税収入額の推移

※令和６年度は見込み

・町民税（個人）：令和６年度は定額減税に伴い大幅減となっていたことから、1億396万円の増

・町民税（法人）：企業の収益増が見込まれることから、2,000万円の増

・固 定 資 産 税：償却資産の減が見込まれることから、220万円の減

(単位：千円、％)
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一般会計歳出の内訳 ①目的別

７年度予算 ６年度予算 増減額 伸　率 構成比

1. 議　会　費 84,244 84,546 △ 302 △ 0.4 1.7

6. 商　工　費 41,778 76,434 △ 34,656 △ 45.3 0.8

8. 230,606 150,127 80,479 53.6 4.7

9. 857,412 739,591 117,821 15.9 17.4

10. 災害復旧費 3,630 3,630 0 0.0 0.1

11. 公　債　費 418,967 404,622 14,345 3.5 8.5

12. 予　備　費 8,000 8,000 0 0.0 0.2

4,937,000 4,550,000 387,000 8.5 100.0

(単位：千円、％）

款 増　　減　　の　　主　　な　　内　　容　　　（対前年度当初予算比）

125,309 19.4 15.6

クラウド環境利用料　8,955（8,913→17,868）　住基ネットワークシステム単独化事業　6,856（0→6,856）

事務機器賃借料（基幹系・LGWANリプレイス対象分）　5,650（10,943→16,593）

町史編さん事業　△19,000（19,000→0）　計算業務委託料（税制改正対応）△5,671（10,764→5,093）

新庁舎建設基本計画策定事業　△3,897（3,897→0）　人件費 18,956（318,605→337,561）

民　生　費

児童手当費  80,680（250,490→331,170）　自立支援給付費（介護給付・訓練等給付）　14,880（143,436→158,316）

3. 1,790,368 1,715,058 75,310 4.4 36.3
学童保育事業補助金　12,976（54,769→67,745）　人材派遣委託料（あさひ園） 6,586（46,689→53,275）　 

総　務　費

基幹系業務システム標準化対応事業  84,795(31,551→116,346）　参議院議員・三重県知事選挙費　15,121（0→15,121）

2. 770,935 645,626

後期高齢者医療療養給付費負担金　3,583（81,451→85,034）

物価高騰対応重点支援給付金事業　△60,112（60,112→0）　人件費 23,184（462,947→486,131）

衛　生　費

環境クリーンセンター負担金　17,253（93,897→111,150）　予防接種委託料（予防費） 5,440（6,731→12,171）

4. 288,238 256,637 31,601 12.3 5.8
データ標準レイアウト改版対応(健康かるてシステム)　4,268（0→4,268）　

予防接種委託料（母子予防費）2,638（33,671→36,309）　子育て世帯訪問事業　1,240（0→1,240）

人材派遣委託料（子育て健康課）△5,274（5,274→0）

5. 農林産業費 50,799 58,498 △ 7,699 △ 13.2 1.0
教育文化施設ビオトープ改修事業  △8,200（15,000→6,800）

地籍調査事業　244（1,105→1,349）

企業誘致奨励金  △39,941（67,845→27,904）　ふるさと納税事務委託料　4,894（計上科目変更）

7. 土　木　費 392,023 407,231 △ 15,208 △ 3.7 7.9
近鉄伊勢朝日駅バリアフリー化事業　△17,253（17,253→0）

都市計画基礎調査業務委託料　△2,486（2,486→0）

消　防　費

常備消防事務委託料 42,891(124,804→167,695) 　消防団施設整備事業  33,790（2,489→36,279）　

三重県防災行政無線（衛星系）整備負担金 3,430（0→3,430）

石油貯蔵施設立地対策等交付金基金積立金 △2,822（2,822→0)

合　　　計

教　育　費

小学校タブレットPC更新事業　95,010（0→95,010）

教育文化施設空調機更新事業 7,551（0→7,551）

教育文化施設空調機加湿器交換修繕事業 2,088（0→2,088）

元金償還金　15,123（388,471→403,594）　利子償還金　△778（16,151→15,373）

6



民生費

36.3%

教育費

17.4%

総務費

15.6%

公債費

8.5%

土木費

7.9%

衛生費

5.8%

その他

8.5%

総額

49億3,700万円

目的別歳出の割合

・民生費：児童手当や自立支援給付費の扶助費の増などにより、前年度比4.4％（7,531万円）の増

・教育費：小学校タブレットＰＣ更新事業などにより、前年度比15.9％（1億1,282万1千円）の増

・総務費：基幹系システム標準化対応事業の増額などにより、前年度比19.4％（1億2,530万9千円）の増

1,252 1,312 1,339 1,309 1,448 1,477 1,502 1,570 1,715 1,790 

514 510 508 544 
582 614 686

848
740

857 
519 509 523 566 

558 570
606

610 646

771 

302 291 323 325 
339

376
373

396 405

419 

632 595 588 640 

737 631
555

412 407

392 

242 243 216 
222 

247 302 313
267 257

288 

383 323 
598 359 

314 
379 408 320 

381 

419 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

(百万円)
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目的別歳出額の推移
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一般会計歳出の内訳 ②性質別

7年度予算 6年度予算 増減額 伸　率 構成比

1,401,126 1,343,023 58,103 4.3 28.4

1,133,726 930,250 203,476 21.9 23.0

756,488 707,451 49,037 6.9 15.3

577,907 576,953 954 0.2 11.7

石油貯蔵施設立地対策等交付金基金　△2,822（2,822→0）

財政調整基金　555（971→1,526）

三重北通信指令センターシステム更新事業　40,622（0→40,622）　消防団施設整備事業　33,790（2,489→36,279）

教育文化施設空調機更新事業　7,551（0→7,551）　中学校プレハブ校舎空調機器更新事業　1,678（0→1,678）

後期高齢者医療療養給付費負担金　3,583（81,451→85,034）　火葬場解体撤去費補助金　2,000（0→2,000）

近鉄伊勢朝日駅バリアフリー化事業　△17,253（17,253→0）　教育文化施設ビオトープ改修事業  △8,200（15,000→6,800）

幼児教育・保育無償化施設等利用費　3,184（16,340→19,524）　放課後等デイサービス事業給付費　2,592（54,432→57,024）

教育文化施設空調機加湿器交換修繕事業　2,088（0→2,088）　小学校ガラス飛散防止フィルム貼付事業　1,980（0→1,980）

企業誘致奨励金  △39,941（67,845→27,904）　福祉活動専門員及び専任職員補助金　△2,796（19,879→17,083）

元金償還金　15,123（388,471→403,594）

4,550,000 387,000 8.5 100.0

介護保険特別会計繰出金 2,647（120,021→122,668）

0.1

9.5
国民健康保険特別会計繰出金 △4,315（45,146→40,831）　後期高齢者医療特別会計繰出金 △2,335（35,942→33,607）　　

404,622 14,345 3.5 8.5

予備費 8,000 8,000 0 0.0

繰出金 470,510 474,349 △ 3,839 △ 0.8

合　計 4,937,000

0.0

積立金 4,162 6,391 △ 2,229 △ 34.9

投資及び出資
金・貸付金

930 930 0 0.0

0.1

公債費 418,967

0.1

76.8 2.8

利子償還金　△778（16,151→15,373）

災害復旧費 3,630 3,630 0 0.0

(単位：千円、％）

増　　減　　の　　主　　な　　内　　容　　　(対前年度当初予算比）

人件費

物件費

特別職　4,483（106,746→111,229）

一般職　15,903（822,356→838,259）

会計年度任用職員　37,717（413,921→451,638）

小学校タブレットPC更新事業　95,010（0→95,010）　基幹系業務システム標準化対応事業　83,088（37,658→120,746）

クラウド環境利用料　8,955（8,913→17,868）　人材派遣委託料（あさひ園）  6,586（46,689→53,275）

町史編さん事業委託料　△15,724（15,724→0）　計算業務委託料（税制改正対応）△5,671（10,764→5,093）

0.5

扶助費

児童手当費  80,680（250,490→331,170）　自立支援給付費（介護給付・訓練等給付）　14,880（143,436→158,316）

補助費等

普 通 建 設
事 業 費

137,924 77,997 59,927

維持補修費 23,630 16,404 7,226 44.1
町営住宅施設維持修繕事業　1,528（1,740→3,268）　教育文化施設雨漏り修繕事業  1,171（0→1,171）

物価高騰対応重点支援給付金　△50,310（50,310→0）

環境クリーンセンター負担金　17,253（93,897→111,150）　学童保育事業補助金　12,976（54,769→67,745）
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義務的経費

52%

人件費

28.4%

扶助費

15.3%

公債費

8.5%

物件費

23.0%

補助費等

11.7%

繰出金

9.5%

普通建設事

業費

2.8%

その他

0.8%

性質別歳出の割合

852 874 889 960 
1,230 1,246 1,260 1,280 1,343 1,401 

481 500 522 545 

591 588 590 617
707 756 

302 291 323 
325 

339 376 373 396
405

419 

829 855 851 
862 

682
800 883

943
930

1,134 

471 462 469 
478 

495
498

537
550

577

578 

538 520 516 
505 

525
504

487
471

474

471 

309 231 
484 247 

325 
297 

273 126 
78 

138 

63 51 

41 
42 

39 
41 40 41 

35 

40 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

(百万円)

人件費 扶助費 公債費

物件費 補助費等 繰出金

普通建設事業費 その他 義務的経費

性質別歳出額の推移

・人件費：給与改定などにより、前年度比4.3％（5,810万3千円）の増

・扶助費：児童手当の拡充などにより、前年度比6.9％（4,903万7千円）の増

・公債費：元金償還額の増により、前年度比3.5％（1,434万5千円）の増

義務的経費は
年々増加傾向
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目的別及び性質別前年度比較

議会費 総務費 民生費 衛生費 農林産業費 商工費 土木費 消防費 教育費 災害復旧費 公債費 予備費 合　計 前年度伸率 構成比率

74,400 337,561 486,131 52,364 28,588 217 59,049 5,406 357,410 1,401,126

74,047 318,605 462,947 43,813 28,154 215 56,399 4,934 353,909 1,343,023

6,928 377,167 183,397 92,917 2,000 5,489 13,098 9,917 442,813 1,133,726

7,571 270,724 193,039 89,530 1,704 56 15,788 9,250 342,588 930,250

1,638 800 200 600 10,571 100 9,721 23,630

1,293 800 210 600 9,340 4,161 16,404

140 2,580 725,515 11,964 480 1,320 14,489 756,488

160 2,520 676,660 11,456 480 1,020 15,155 707,451

2,776 45,730 196,169 126,457 10,846 36,072 7,066 133,722 19,069 577,907

2,768 43,205 179,395 107,318 11,075 76,163 5,913 130,632 20,484 576,953

3,574 1,249 464 6,800 31,551 81,461 12,825 137,924

7,207 1,107 438 15,000 49,406 2,489 2,350 77,997

3,630 3,630

3,630 3,630

930 930

930 930

418,967 418,967

404,622 404,622

2,639 1,485 27 11 4,162

2,047 1,485 24 2,822 13 6,391

46 197,107 3,872 269,341 144 470,510

25 201,110 3,872 269,341 1 474,349

8,000 8,000

8,000 8,000

84,244 770,935 1,790,368 288,238 50,799 41,778 392,023 230,606 857,412 3,630 418,967 8,000 4,937,000

84,546 645,626 1,715,058 256,637 58,498 76,434 407,231 150,127 739,591 3,630 404,622 8,000 4,550,000

＊  下段は令和６年度当初予算

0.8

△ 3.7 53.6 15.9

100.07.9 4.7 17.4 0.1 8.5 0.2構成比率 1.7 15.6 36.3 5.8

合　計 8.5 100.0

前年度伸率 △ 0.4 19.4 4.4 12.3 △ 13.2 △ 45.3 8.50.0 3.5 0.0

1.0

繰出金 △ 0.8 9.5

予備費 0.0 0.1

公債費 3.5 8.5

積立金 △ 34.9 0.1

災害復旧費 0.0 0.1

投資及び出資
金・貸付金

0.0 0.0

補助費等 0.2 11.7

普 通 建 設
事 業 費

76.8 2.8

維持補修費 44.1 0.5

扶助費 6.9 15.3

物件費 21.9 23.0

(単位：千円、％）

人件費 4.3 28.4
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財政調整基金残高の状況

・当初取崩額：財源確保により取崩額の抑制を図り、残高５億円以上を目標に予算編成

・年度末残高：令和４年度から令和６年度は７億円程度で推移

11

1,069 
1,098 

991 

1,099 

806 
836 

869 

737 
717 708 

400

600

800

1,000

1,200

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

（百万円）

（参考）年度末残高の推移

※令和６年度は見込み

当初予算編成後の残高と当初取崩額の推移

※令和７年度は見込み

719
748

661

719

506

573 581

520

604

513

350 350 
330 

380 

300 
263 

288 

217 

113 

195 

0

200

400

600

800

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

（百万円） 残高 取崩額



町債の活用状況

83 
111 

233 

123 

250 

126 104 97 

25 

88 

187 
188 

176 

104 

236 

365 

106 

47 

19 

0 

270 
298 

408 

227 

486 491 

210 

144 

44 

88 

0

100

200

300

400

500

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

（百万円）

建設地方債等 臨時財政対策債

町債発行額の推移

※令和６・７年度は見込み

1,535 1,538 1,646 1,651 
1,775 1,751 1,703 1,656 1,485 1,391 

2,564 2,606 
2,617 2,540 

2,584 2,744 2,634 
2,446 

2,274 
2,052 

4,100 4,144 
4,263 4,192 

4,359 
4,495 

4,338 
4,103 

3,759 

3,443 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

（百万円）

建設地方債等 臨時財政対策債

町債残高の推移

※令和６・７年度は見込み

・町債発行額：令和７年度は臨時財政対策債が皆減となったが、町債発行額は令和６年度の約２倍

・町債残高：令和４年度以降は元金償還額が町債発行額を上回っていることから、町債残高は減少傾向
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財政改革推進プランの財政見通しとの比較
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【歳入】

比較

▲ 24

2

▲ 2

72

▲ 46

2

248

42

9

52

▲ 1

350

352

※収支を明らかにするため当初予算額の繰入金から財政調整基金繰入金（195百万円）を除いています

【歳出】

比較

63

130

7

200

4

179

27

69

3

282

482

【収支】

▲ 130

41

（単位：百万円）

区分 プラン推計 当初予算額 増減の主な内容（対プラン推計比）

一
般
財
源
等

町税 2,166 2,142 固定資産税　▲43（1,190→1,147）　法人町民税　20（100→120）

地方譲与税 27 29

交付金

臨時財政対策債 46 0

計　A 3,487 3,489

369 367 株式等譲渡所得割交付金　12（10→22）　法人事業税交付金　▲10（43→33）

地方交付税 879 951 普通交付税　72（839→911）

特
定
財
源

国庫支出金 375 623 児童手当国庫負担金　110（158→268）　デジタル基盤改革支援補助金　108（13→121）

県支出金 237 279 公立学校情報機器整備事業費補助金　27（0→27）　障害児通所給付費負担金　4（16→20）

繰入金

その他 205 204

計　B 903 1,253

50 59 減債基金繰入金　10（15→25）

町債 36 88 三重北通信指令センターシステム更新事業　41（0→41）　消防団施設整備事業　11（11→22）

合計①（A＋B） 4,390 4,742

（単位：百万円）

区分 プラン推計 当初予算額 増減の主な内容（対プラン推計比）

412 419

計　C 2,376 2,576

義
務
的
経
費

人件費 1,338 1,401

扶助費 626 756 児童手当費　105（226→331）　児童発達支援事業給付費　11（9→20）　子ども医療費　8（58→66）

公債費

企業誘致奨励金　28（0→28）　環境クリーンセンター負担金　17（94→111）

普通建設事業費 69 138 三重北通信指令センターシステム更新事業　41（0→41）　教育文化施設空調機更新工事　8（0→8）

そ
の
他
の
経
費

繰出金 467 471 後期高齢者医療特別会計繰出金　4（30→34）　国民健康保険特別会計繰出金　▲2（43→41）

物件費 955 1,134 小学校タブレットPC更新事業　78（17→95）　基幹系業務システム標準化対応事業　54（66→120）

補助費等

財政調整基金残高 472 513

合計①（C＋D） 4,455 4,937

（単位：百万円）

収支（①－②） ▲ 65 ▲ 195

その他 37 40

計　D 2,079 2,361

551 578

財政改革推進プランの財政見通しとの比較



所属別及び事業別予算額

・実施計画事業経費：第６次総合計画を着実に進展させるために定めた実施計画に係る経費

・緊急事業経費：国策等に対応するための事業や施設備品等の修繕など緊急的な対応に係る経費

・一般事務事業経費：上記の実施計画事業経費、緊急事業経費を除く全ての経費

14

実 施 計 画 事 業 緊 急 事 業 一 般 事 務 事 業 歳 出 合 計 内人件費

0 0 50 84,568 84,618 74,682

0 0 0 7,816 7,816 0

1,621,486 0 15,121 601,225 616,346 142,871

84,363 36,279 3,876 359,546 399,701 50,034

2,160,462 4,112 8,209 109,746 122,067 59,202

6,739 4,784 2,376 88,374 95,534 44,280

18,336 3,905 8,794 85,998 98,697 55,526

184,900 5,554 4,400 664,660 674,614 100,735

488,103 143,757 4,268 661,214 809,239 80,921

67,293 288 0 433,903 434,191 326,317

65,175 50,623 0 114,921 165,544 72,491

135,431 20,853 122,209 158,818 301,880 36,657

0 0 0 269,341 269,341 0

93,307 99,897 2,232 270,886 373,015 44,201

0 0 1,745 65,013 66,758 31,911

0 0 685 119,135 119,820 76,335

50 0 0 119,236 119,236 93,718

5,678 0 0 70,082 70,082 45,961

5,677 13,810 0 94,691 108,501 65,284

4,937,000 383,862 173,965 4,379,173 4,937,000 1,401,126

4,937,000

前年度との比較

庶 務 ・ 町 史 編 さ ん 課

（単位：千円）

項　　目
歳　　　　入

歳　　　　　　出

所　　属

議 会 事 務 局

出 納 室

総 務 課

防 災 環 境 課

税 務 課

教育委員会（生涯学習課）

広 報 ・ 町 民 課

保 険 福 祉 課

子 育 て 健 康 課

あ さ ひ 園 （ 保 育 園 ）

産 業 建 設 課

企 画 情 報 課

上 下 水 道 課

教 育 委 員 会 （ 教 育 総 務 ）

教 育 委 員 会 （ 中 学 校 ）

教 育 委 員 会 （ 小 学 校 ）

あ さ ひ 園 （ 幼 稚 園 ）

教 育 委 員 会 （ 文 化 課 ）

項 目 別 合 計

歳 入 ・ 歳 出 合 計 4,937,000

387,000



（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他
(款) 総務費 (項) 総務管理費 (目) 財産管理費

(款) 総務費 (項) 総務管理費 (目) 生活安全対策費

(款) 総務費 (項) 企画費 (目) 企画総務費

(款) 総務費 (項) 企画費 (目) 電子計算費

(款) 総務費 (項) 企画費 (目) 電子計算費

(款) 総務費 (項) 企画費 (目) まちづくり費

(款) 総務費 (項) 企画費 (目) まちづくり費

(款) 総務費 (項) 徴税費 (目)
税務総務費
賦課徴収費

企画情報課

庶務・
町史編さん課庁舎設備等更新事業

企画情報課電算機器・システム（基幹系・LGWAN）更新
事業

1,900 65 企画情報課
イベント開催事業

6,000 00 0

3,905 1,952 0 0 1,953

10,210

庶務・
町史編さん課特殊詐欺防止装置購入費補助事業

2,678 企画情報課

近年高齢者を狙った特殊詐欺事件が多く発生しており、当町
においても実際に被害が発生している。犯行には主に固定電
話が利用されていることから、特殊詐欺や悪質な電話勧誘等
からの被害を未然に防ぐため、通話開始前に警告音声を自動
で流す機能や、通話中の内容を自動で録音する機能をもった
固定電話機もしくは固定電話機に設置する外付け録音機を購
入する際に必要となる費用を補助する。
《補助額》上限7千円（購入金額の２分の１補助）

第6次総合計画後期基本計画・総合戦略策定
事業

LINE公式アカウント情報配信システム構築事
業

地域づくり支援事業

情報発信力を強化し、町政情報をより多くの町民に適切に配
信するとともに、様々なオンライン手続きなどによりデジタ
ル化を促進し、町民サービスの利便性向上や職員の業務負担
の軽減を図ることを目的にLINE公式アカウント情報配信シス
テムを導入する。

自治区住民が自主的で主体的に取り組む地域活動を支援し、
地域コミュニティ活動の活性化を目的に、補助金を交付する
事業（申請方式）。

6,000

1,9031,965

産業建設課のエアコンは設置から３５年近く経過しており、
交換部品の製造も終了しているため更新を行う。

0

210 0

3,775

6,000

0

2,619

財源内訳

0 2,574

210 0 0 0 210

６年度

広報・町民課

現行の電算機器・システム（基幹系・LGWAN）の保守対象期
間が満了するため更新を行う。

010,210 0 0 0

「ASAHI　WAKUWAKU　オータムフェス！」実施にかかるテン
ト等物品レンタル、会場設営、撤去、レクリエーション運
営、キッチンカー手配などを委託する。

0 0

滞納整理（滞納プロジェクト）推進事業

滞納整理プロジェクトの取組みの一環として、預貯金調査の
電子化により､業務の効率化を図る。

4,112 0 0 4,112

所管課特定財源
一般財源

2,574 0 0

令和3年3月に策定した第6次総合計画・前期基本計画及び総
合戦略の計画期間が令和7年度をもって終了することに伴
い、この5年間に生じた本町を取り巻く環境の変化等を踏ま
え、令和8年度から令和12年度までを計画期間とする第6次総
合計画・後期基本計画及び総合戦略を策定する。また、併せ
て国の長期ビジョンの見直しに伴う人口ビジョン改訂作業も
行う。

2,678 0 0 0

0 税務課

2,574

比較

△ 1,097

3,905

10,210

0

62

1,493

事業名 事業内容 ７年度

　実施計画事業経費の内容

15



16

（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他

財源内訳
６年度 所管課特定財源

一般財源
比較事業名 事業内容 ７年度

(款) 民生費 (項) 社会福祉費 (目) 社会福祉総務費

(款) 民生費 (項) 社会福祉費 (目) 老人福祉費

(款) 民生費 (項) 社会福祉費 (目) 老人福祉費

(款) 民生費 (項) 社会福祉費 (目) 子ども医療費

(款) 民生費 (項) 児童福祉費 (目) 児童福祉総務費

(款) 民生費 (項) 児童福祉費 (目) 児童福祉総務費

(款) 民生費 (項) 児童福祉費 (目) 児童福祉総務費

(款) 民生費 (項) 児童福祉費 (目) 児童措置費

あさひ園
安心カメラ設置事業

22,619 子育て健康課
学童保育所運営補助事業

0 0

216 保険福祉課

△ 76

48,618 子育て健康課

0 0 0 3,624 保険福祉課

△ 119

0

0

子育て健康課

高齢者タクシー利用助成事業

1,576

3,7003,624

335

0 2,394

1,714

0

288 75 0

0

0 213288

23,760 072,340

理学療法士や作業療法士、言語聴覚士に依頼し、発達が気が
かりな子どもや障がい児を対象に、あさひ園への巡回や、幼
児健診での観察及び保育士や保健師、保護者への支援指導・
相談を行うことにより、資質向上や不安の軽減を図る。

2,394 0 0

あさひ園の運営において、犯罪抑止・虐待防止等の観点から
防犯カメラ1台を園庭に設置する。

2,863 △ 469

54,769

38

12,976 45,126

0

保険福祉課

成年後見制度利用促進の為、権利擁護の関係団体と連携して
地域のネットワークの中核を担い、成年後見制度の「相談」
「広報」「利用促進」「後見人支援」「不正防止」の５つの
機能を有する機関を設置する。なお、５つの機能は段階的、
及び計画的に整備を行うため、当面の間は「相談」「広報」
「利用促進」を主として活動する。

1,714 0 0 0
成年後見中核機関事業

高齢者が日常生活における交通手段としてタクシーを利用す
る場合、利用料金の一部を助成することで高齢者の外出を支
援し、経済的負担の軽減、社会参加の促進及び健康の増進を
図る。
《対象者》75歳以上(一部を除く)
《助成内容》1乗車500円券2枚(年最大48枚)

138

老人性難聴が認知機能低下のリスクとされていること、ま
た、補聴器の使用により生活の質(QOL)向上を図るため、身
体障害者手帳交付者(70ｄB以下)以外の日常生活で支障のあ
る難聴者(40ｄB以下)を対象とした補聴器購入費用助成事業
を実施する。
《対象者》65歳以上の難聴者(一部を除く)
《助成内容》耳10,000円/両耳20,000円
　　　　　　医師の証明書 1件2,000円

216

子ども医療費助成事業

下校後、保護者が家庭にいない児童を対象に学童保育事業を
行い、その事業の円滑な運営と児童福祉の増進を図る団体に
対し補助金を交付し、放課後児童の健全育成を図る。

67,745

高齢者補聴器購入費用助成事業

安心して必要な医療を受けられるよう、町内在住の中学校修
了までの子どもに対し医療費助成を行う。
令和7年9月から、医療費の窓口無料化（現物給付）の対象を
をすべての対象者に拡大する。

72,378

子どもの発達支援事業

家事・子育て等に対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊
産婦、ヤングケアラー等がいる家庭の居宅を訪問支援員が訪
問し、授乳、おむつ交換、沐浴等の育児に関する相談、助言
又は援助及び日常生活における調理、洗濯、掃除又は買い物
などの家事に関する援助を行う。

1,240 0 1,240 450 0 0 790 子育て健康課
子育て世帯訪問支援事業



（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他

財源内訳
６年度 所管課特定財源

一般財源
比較事業名 事業内容 ７年度

(款) 衛生費 (項) 保健衛生費 (目) 環境衛生費

(款) 農林産業費 (項) 農業費 (目) 農地費

(款) 農林産業費 (項) 農業費 (目) 農地費

(款) 農林産業費 (項) 農業費 (目) 農地費

(款) 農林産業費 (項) 林業費 (目) 林業振興費

(款) 農林産業費 (項) 林業費 (目) 林業振興費

(款) 商工費 (項) 商工費 (目) 商工振興費

(款) 土木費 (項) 道路橋梁費 (目)
道路維持費
道路新設改良費

(款) 土木費 (項) 道路橋梁費 (目) 道路新設改良費

(款) 土木費 (項) 住宅費 (目) 住宅管理費

庶務・
町史編さん課火葬場解体撤去費補助金

0 2,000 0 0 2,000 0

524 産業建設課

産業建設課

1,008 産業建設課

0

31,551 13,400 16,700 0 1,451 産業建設課

産業建設課

32,153 △ 602

0 産業建設課

978 産業建設課

産業建設課

511

0 438

0

0 0 0 438 産業建設課

朝日町財政健全化措置要綱に基づき、小向地区火葬場解体工
事に対し補助金を交付する。
《補助額》上限2,000千円（費用の２分の１補助）

2,000

0

0 0

住宅の安全性向上に取り組むため、昭和56年5月31日以前に
完成（着工含む）された耐震性のない木造一般住宅を耐震
化、または除却を行う。

4,029 3,021 04,054

0 0 0

朝日まちなみプランの各施策を推進するため、町民や来訪者
に対し、まち歩きナビの更新等を行う。
　・まち歩きナビ掲出
　・朝日まちなみプランに伴うワークショップの開催

511

0 0

4,699
多面的機能支援事業

営農効率を向上させ、強い農業経営を行うため、農地の区画
拡大を行う。

524
担い手対策事業

524

農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るための地
域の共同活動に係る支援を行う。

4,699 3,523

0

00

△ 25
木造住宅耐震補強事業

教育文化施設ビオトープ改修事業
15,000

朝日まちなみプラン推進事業
511

朝日小学校円形校舎（登録有形文化財）後世
伝承事業

「みえ森と緑の県民税」を活用し、竹を町の地域資源として
捉え町全体で竹・竹林の活用や課題解決を目指すとともに、
竹を通じた町民の交流を生み出すことを目的とする。
　・竹あかり作製、展示イベント
　・竹を使ったワークショップ
　・里山整備任意団体への補助金

722 722

1,176

土地取引や公共事業の円滑化を図るとともに、災害復旧の迅
速化のため、地籍調査を行う。
　・柿地区地籍調査
　（測量、境界立会い、閲覧・訂正、地籍図・地籍簿作成）

1,349 0

0

現存する数少ない円形校舎の一つである「朝日小学校円形校
舎」を当時の設計図をもとに３Ｄデータ化するとともに、３
Ｄプリンタによるミニチュア模型を作製する。

438

森林環境教育事業（あさひ竹プロジェクト）

「みえ森と緑の県民税」を活用し、町民が身近な水辺空間を
楽しみ、生物多様性に係る認識を深めるため、教育文化施設
内調整池兼親水公園のビオトープ整備を行う。
　・ビオトープ整備（観察デッキ基礎、手すり等）

6,800 5,822

600 0

0
地籍調査事業

1,105 244

0

122

１・２級町道等維持修繕事業

△ 8,200

朝日町道路舗装維持管理計画等に基づき、維持修繕工事を行
う。
　・朝日中央線法面補強工事
　・町道3-57号線舗装整備工事　等

1,349

0

17
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（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他

財源内訳
６年度 所管課特定財源

一般財源
比較事業名 事業内容 ７年度

(款) 消防費 (項) 消防費 (目) 消防施設費

(款) 教育費 (項) 教育総務費 (目) 事務局費

(款) 教育費 (項) 教育総務費 (目) 事務局費

(款) 教育費 (項) 教育総務費 (目) 事務局費

(款) 教育費 (項) 教育総務費 (目) 事務局費

(款) 教育費 (項) 社会教育費 (目) 歴史博物館費

(款) 教育費 (項) 社会教育費 (目) 歴史博物館費

(款) 教育費 (項) 社会教育費 (目) 歴史博物館費

(款) 教育費 (項) 社会教育費 (目) 歴史博物館費

383,862 － － 128,156 43,800 24,857 187,049 －

0 1,951 文化課
教育文化施設空調機更新事業

1,678 教育課
中学校プレハブ校舎空調機器更新事業

7,551
不具合が発生している教育文化施設事務室系統のエアコンの
更新工事を行う。

7,551 0

1,171 文化課
教育文化施設雨漏り修繕事業

0
施設5箇所（図書館東側、図書館古松文庫、図書館北入口、
博物館トップライト、博物館ステンレス箱樋）で発生してい
る雨漏りの修繕を行う。

1,171 0 0 01,171

5,6000

博物館の調査研究活動に伴う成果、また教育普及事業の一環
として展示会を実施する。

3,000 0 0
博物館展示会事業

3,879

小学校4階ホールのガラスに飛散防止用フィルムの貼り付け
を行う。
※地震等でガラスが飛散すると児童が怪我をする恐れがある
ため、飛散防止フィルムの貼り付けを行う。

1,980 0 0 0 1,980 教育課
小学校ガラス飛散防止フィルム貼付事業

0 1,980

△ 879 2,500 500 文化課

0 1,229 教育課
低濃度ＰＣＢ廃棄処理業務委託事業

0 95,010

1,229

小学校タブレットＰＣ更新事業

プレハブ校舎の2階南側の教室で使用している、空調機器の
更新を行う。
※プレハブ校舎（一番条件の悪い教室）のため、保温性が悪
くエアコンが効きにくいため、容量の大きいエアコンに更新
を行う。

1,678 0 0 0

各施設で使用していた低濃度ＰＣＢを含んだ機器等の処分を
行う。

1,229 0 00

1,678

0 67,400 教育課

0

令和2年度に導入し、小学校全児童が使用している学習用Ｐ
Ｃの更新を行い、ライセンスやネットワーク等の設定を行
う。
《更新台数》753台

95,010 27,610 0

2,489 11,281 681 防災環境課
消防団施設整備事業

33,790
第2分団（柿）消防車庫の老朽化に伴い、ＪＲ朝日駅マイコ
ンゲート駐車場へ消防車庫を移設し更新する。

36,279 2,817 21,500

合　　計

文化課
教育文化施設空調機加湿器交換修繕事業

不具合が発生しているギャラリー系統空調機の加湿器の交換
修繕を行う。

2,088 0 2,088 0 0 0 2,088



（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他

(款)
議会費
総務費

(項)
議会費
監査委員費

(目)
議会費
監査委員費

(款) 総務費 (項) 総務管理費 (目) 財産管理費

(款) 総務費 (項) 総務管理費 (目) 財産管理費

(款)
総務費
民生費

(項)
企画費
社会福祉費

(目)
電子計算費
社会福祉総務費

(款)
総務費
衛生費

(項)
企画費
保健衛生費

(目)
電子計算費
保健対策費

(款) 総務費 (項) 企画費 (目) 電子計算費

(款) 総務費 (項) 企画費 (目) 電子計算費

(款) 総務費 (項) 徴税費 (目) 賦課徴収費

(款) 総務費 (項) 徴税費 (目) 賦課徴収費

(款) 総務費 (項) 徴税費 (目) 賦課徴収費

　緊急事業経費の内容

所管課特定財源
一般財源

議会事務局

企画情報課

0 0 0 5,577
企画情報課

子育て健康課

0
庶務・

町史編さん課
1,980

庶務・
町史編さん課

0

事業名 事業内容 ７年度
財源内訳

0 0 50
議会役員改選経費

0

4,675

594

議会役員改選に伴う各費用の増加分。
　議員報酬　　　　　　　6千円
　需用費　　　　　　　 36千円
　需用費（監査委員費）　8千円

50 0

396
役場自動ドア修繕

竹林が繁茂状態となっている柿水源地の敷地内（町有地）において、竹
林により進入が危険な状態であるため伐採行う。（作業頻度は3年に1度
程度を予定）

1,980

庁舎正面玄関の自動ドアは開閉回数が200万回を越えており、保守点検に
おいて装置の老朽化と修繕の必要性が指摘されているため修繕を行う。

396 0 0 0

5,577

標準システムへの移行(個人住民税･法人住民税･固定資産税･軽自動車税･
収納管理の５分野)に係る業務用紙の変更｡

2,566 0 0 0

柿地内水源地竹林伐採業務
0

内部情報系端末で使用しているMicrosoft Windows10のサポート終了に伴
う、Windows11へのバージョンアップ対応事業。

標準化法に基づき、自治体行政のデジタル化に向けた基盤整備を目的
に、地方公共団体情報システムの標準化を図るため、現行システムを標
準準拠システムに対応させる事業。
　（電子計算費）　　116,346千円
　（社会福祉総務費）　4,400千円

120,746 120,746 0 0 0
企画情報課
保険福祉課基幹系業務システム標準化対応事業

内部情報系Windows11対応事業
0 0 0 3,960

番号法に規定される情報連携に必要な機関コードや項目コード値などを
まとめたデータ標準レイアウトが毎年改版されるため対応する事業。
　（電子計算費）　1,309千円
　（保健対策費）　4,268千円

番号制度システム整備（データ標準レイアウ
ト改版）事業

3,960

税務課計算業務（税制改正対応等）
　税制改正対応等電算システム改修

固定資産税家屋評価事務に係る支援（助言・指導など）業務。 418 0 0 0

企画情報課
第３次中間サーバ更改対応事業

税務課

418 税務課計算業務（税制改正対応等）
　固定資産税家屋評価支援

税制改正に伴うシステム改修(個人住民税)費用。 4,675 0 0 0

2,566
標準システム移行業務

特定個人情報（マイナンバー）を取り扱うシステム（中間サーバ）の第
３次システムへの移行に併せ、庁内にある中間サーバ接続機器を第３次
中間サーバへ接続設定対応する事業。

594 0 0

19



20

（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他

所管課特定財源
一般財源

事業名 事業内容 ７年度
財源内訳

(款) 総務費 (項) 徴税費 (目) 賦課徴収費

(款) 総務費 (項) 戸籍住民登録費 (目) 戸籍住民登録費

(款) 総務費 (項) 選挙費 (目) 参議院議員選挙費

(款) 総務費 (項) 選挙費 (目) 三重県知事選挙費

(款) 総務費 (項) 統計調査費 (目) 基幹統計費

(款) 消防費 (項) 消防費 (目) 災害対策費

(款) 消防費 (項) 消防費 (目) 災害対策費

(款) 教育費 (項) 教育総務費 (目) 事務局費

(款) 教育費 (項) 教育総務費 (目) 事務局費

(款) 教育費 (項) 教育総務費 (目) 事務局費

550

2,156

0

30

446 0 0 446

0 3

三重県防災行政無線（衛星系）を第2世代から第3世代へと機器更新する
にあたっての事業費を三重県へ負担金として支払う。（緊急防災・減災
事業債　3,400千円充当）

当初計画は、電気通信事業者による委託事業としていたが、事業費抑制
のため全ての子局を対象とした事業手法を見直し、蓄電池の購入（備品
購入）へ切り替え、故障が発生した箇所への緊急対応事業として展開す
る。

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法
律等の一部を改正する法律が施行されることに伴い、戸籍の記載事項に
氏名の振り仮名を追加し、朝日町の戸籍に在籍しているすべての者に郵
送で通知を行う。
　役務費（切手代）　　　　　　　　　　　  477千円
　委託料（戸籍システム改修委託料）　　　　682千円
　委託料（通知書作成業務）　　　　　 　 2,522千円

3,681 3,272 広報・町民課
戸籍振り仮名通知事業

eLTAX申告対象追加等に係るシステム改修等。 550

637 教育課

0 839

聴覚に障害のある生徒に対する必要な支援として、ロジャー（補聴援助
機器）の購入を行う。

209 0 0 0 209
（備品購入費）ロジャー購入

0 0 0

中学校受電高圧ケーブル更新工事
0

防災環境課

3,430 3,400

教育課

0

三重県防災行政無線（衛星系）設備更新事業

0

0
防災情報設備維持管理事業

637

税務課地方税電子申告サービス
　申告対象追加等作業

0 0 409

小学校職員室の空調機器更新工事。 839 0 0

中学校受電高圧ケーブルの更新工事。

小学校職員室空調機器更新工事
教育課

令和7年7月執行予定の参議院議員選挙に係る経費。 8,359 6,203 0 0

広報・町民課

防災環境課

総務課
参議院議員選挙費

基幹統計調査

統計法に基づく、国からの受託による基幹統計調査事務。
　報酬（統計調査員報酬/国勢調査）　　　　3,657千円
  職員手当等（一般時間外勤務手当）　　　　 562千円
　旅費（普通旅費）　　　　　　　　　　　　　10千円
　需用費（消耗品費）　　　　　　　　　　　 792千円
　需用費（食糧費）　　　　　　　　　　　　　10千円
　役務費（切手代）　　　　　　　　　　　　　82千円

5,113 5,110

0 0

0 950 総務課
三重県知事選挙費

令和7年9月執行予定の三重県知事選挙に係る経費。 6,762 5,812 0



（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他

所管課特定財源
一般財源

事業名 事業内容 ７年度
財源内訳

(款) 教育費 (項) 教育総務費 (目) 事務局費

(款) 教育費 (項) 中学校費 (目) 学校管理費

(款) 教育費 (項) 中学校費 (目) 学校管理費

(款) 教育費 (項) 中学校費 (目) 学校管理費

(款) 教育費 (項) 中学校費 (目) 学校管理費

(款) 教育費 (項) 中学校費 (目) 学校管理費

(款) 教育費 (項) 中学校費 (目) 教育振興費

(款) 教育費 (項) 小学校費 (目) 学校管理費

(款) 教育費 (項) 小学校費 (目) 学校管理費

(款) 教育費 (項) 小学校費 (目) 学校管理費

173,965 141,143 3,400 0 29,422 －

劣化により使用しにくくなった生徒用下駄箱の入替を行う。
※児童数減により余ってきた下駄箱を移設し使用する。

66 0

体育館控室照明器具取替工事

部員が多いブラスバンド部で使用する楽器（フルート×2個）の購入を行
う。

191 0 0

美術室で使用している机が老朽化でガタツキ等があるため、新規に10台
の購入を行う。

劣化により形が変わって使用しにくくなった給食用食器（食缶、ボウ
ル、ボウル蓋等）の購入を行う。

465 0 0

0

0

0

中学校プレハブ校舎のカーテン更新工事。 547

体育館ステージ横控室（更衣室として使用）の照明が切れており、暗く
て危ないため取替（LEDに交換）を行う。

体育館カーテン修繕工事

令和6年度に指摘を受けた、消防設備の是正修繕工事を行う。

0
体育館卓球場照明器具取替工事

体育館防球ネット修繕工事

体育館2階の卓球場の照明が切れて暗いため、クラブ活動に支障をきたし
ており取替（LEDに交換）を行う。

473

体育館中央に設置してある防球ネットが破れており、ボールなどが隣の
コートへ出て行ってしまうため修繕を行う。

205

体育館2階に設置してある暗幕カーテンのレールが一部外れて開閉できな
い状態のため修繕を行う。

216 0

0 0

165 0 0

0

教育課
（小学校）

0 0
消防指摘箇所是正工事

0 66

0 191
教育課

（中学校）（備品購入費）フルート購入

0 465
教育課

（小学校）給食用消耗品費

154

547 教育課

教育課
（中学校）

205

合　　計

0 0 495
教育課

（中学校）（備品購入費）美術机購入

00 0
中学校プレハブ校舎カーテン更新工事

教育課
（中学校）

216

教育課
（小学校）生徒用下駄箱移設

0

495 0

154 0

0

165
教育課

（中学校）

0 473
教育課

（中学校）

21



22

（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他
(款) 総務費 (項) 総務管理費 (目) 一般管理費

(款) 総務費 (項) 総務管理費 (目) 一般管理費

(款) 総務費 (項) 総務管理費 (目) 財産管理費

(款) 総務費 (項) 企画費 (目) 電子計算費

(款) 総務費 (項) 企画費 (目) 電子計算費

(款) 総務費 (項) 企画費 (目) 電子計算費

(款) 総務費 (項) 徴税費 (目) 賦課徴収費

(款) 総務費 (項) 徴税費 (目) 賦課徴収費

(款) 総務費 (項) 徴税費 (目) 賦課徴収費

(款) 総務費 (項) 戸籍住民登録費 (目) 戸籍住民登録費

事業名 ７年度 ６年度 比較

7,683 3,705 3,978 0 0

住民税申告支援システム更改業務委託料

0 0

0 0

0

戸籍総合システムプログラム使用料

緑地清掃管理業務委託料

8,955

0
社会保険料

0

事務機器保守点検委託料

12,953 10,198 2,755

クラウド環境利用料

9,674 6,416 3,258

17,868 8,913

固定資産税土地システム評価業務委託料

プログラム使用料

2,728 1,078

所管課増額理由

7,754 6,614 1,140

財源内訳
特定財源

一般財源

0 7,683

庶務・
町史編さん課

03,806

0 労務単価の上昇等により設計金額が増加したため。0 0 7,754

広報・町民課戸籍総合システムの更新に伴いクラウド化したため。

企画情報課

標準化により、国が定める標準化仕様に則った機器構成に変
わる影響（プログラムのメンテナンス増）によるもの。

企画情報課

企画情報課

0 9,674
標準化により、国が定める標準化仕様に則った機器構成に変
わる（増える）ため。

0 17,868
標準化により扱うデータ量の増加や新ＣＳ（クラウドセン
ター）へのデータ移行が実施されるため。

税務課

税務課

税務課

0 12,953

固定資産税評価替標準宅地鑑定評価業務委託
料

1,732 0 1,732

0 0 0 1,562
住民税申告支援システムに係るマイクロソフトのサポートが
終了し、新ＯＳへの対応が必要となるため。

0 3,806

固定資産税（土地・家屋）は3年毎に評価替えとなる。3年サ
イクルでこの作業を行っており､土地についての作業量は､3
年目（評価替えの前年度）が最も多く､1年目（評価替え年
度）が最も少ない。令和7年度は､評価替え年度（2年目）に
該当。

0

1,562 0 1,562

0 0 0 1,732 標準宅地となる評価及び選定で３年に１度の業務のため。

総務課

0 2,222
4年ごとの名簿の更新作業に伴いシステム及び機器の入れ替
えを行うため。入札参加資格登録共同化事務負担金

総務課0

15,362 13,227 2,135 0

2,222 561 1,661 0

0 15,362
給与改定に伴う賃金アップにより、標準報酬が大幅に引き上
げられるため。

　一般事務事業経費の主な増額理由（100万円以上増額のもの）



（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他

事業名 ７年度 ６年度 比較 所管課増額理由
財源内訳

特定財源
一般財源

(款) 総務費 (項) 戸籍住民登録費 (目) 戸籍住民登録費

(款) 民生費 (項) 社会福祉費 (目) 社会福祉総務費

(款) 民生費 (項) 社会福祉費 (目) 介護保険費

(款) 民生費 (項) 社会福祉費 (目) 後期高齢者医療費

(款) 民生費 (項) 児童福祉費 (目) 児童措置費

(款) 衛生費 (項) 保健衛生費 (目) 環境衛生費

(款) 衛生費 (項) 保健衛生費 (目) 環境衛生費

(款) 土木費 (項) 住宅費 (目) 住宅管理費

(款) 消防費 (項) 消防費 (目) 常備消防費

(款) 教育費 (項) 教育総務費 (目) 事務局費

(款) 教育費 (項) 中学校費 (目) 学校管理費

住基ネットワークシステム単独化事業

0 0 0 7,525

6,856 0 6,856 0 0

118,737 0

庶務・
町史編さん課

0 53,275

包括管理運営業務の最終年度となり、各市町の投入量実績に
よる清算処理を実施したことによる。

0 0 111,1500

3,2680

防災環境課

広報・町民課0 6,856
住基ネットワークシステム単独化に伴い機器更新及び移行作
業が必要となるため。

10,824 教育課

保険福祉課

保険福祉課

保険福祉課

0

防災環境課

防災環境課

あさひ園

01,373

両町からの負担金を抑制するため、前年度までは財政調整基
金からの繰出額を増額していたが、R7年度は財政調整基金の
安定確保のため、取り崩し額を縮減したため。

167,695 124,804 42,891

0 0 12,197

0 0

外国語指導助手派遣用務委託料
12,197

令和6年度中に正規職員2名の産前休暇、会計年度任用職員3
名が離職し、3名を増員（18名→21名）したため。人材派遣委託料

53,275 46,689

0 39,579
サービス利用者の増加によるもの。
(居宅・通所関係58人→78人)自立支援給付費（介護給付・訓練等給付）

85,034

教育課
（中学校）

委託単価の増によるもの。

0 0

0 40,600 0 127,095

退去後に実施する修繕工事で、年度当初に退去予定の部屋が
2部屋あり、1部屋分を追加したため。

11,267 8,253 3,014 0 0 0 11,267 燃料費高騰などによるもの。
光熱水費

17,253

81,451 3,583 0 0

158,316 143,436 14,880

85,034

0 118,843 介護保険特別会計の歳入歳出差額の補填によるもの。
介護保険特別会計繰出金

三重県後期高齢者医療広域連合の算定によるもの。

三重北通信指令センターシステムの更新、人件費の増額によ
るもの。

朝明広域衛生組合負担金

町営住宅施設維持修繕工事
3,268 1,740 1,528

後期高齢者医療療養給付費負担金

122,668 120,021 2,647 3,825 0

6,586

常備消防事務委託料

環境クリーンセンター負担金

7,525 6,378 1,147

111,150 93,897

23
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（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他

事業名 ７年度 ６年度 比較 所管課増額理由
財源内訳

特定財源
一般財源

(款) 教育費 (項) 中学校費 (目) 教育振興費

(款) 教育費 (項) 小学校費 (目) 学校管理費

(款) 公債費 (項) 公債費 (目) 元金

教育課
（中学校）

燃料費高騰などによるもの。
教育課

（小学校）

0 1,152
『補助金、自然教室補助金』を三泗地区内の学校に合わせ
て、バス借り上げ料に予算科目を変更したため。

00

0

0

総務課0 25,000 378,594
元金償還金

403,594 388,471 15,123 0

0

19,110

バス借り上げ料

令和3年度に借り入れた「まちなみ整備事業」及び「臨時財
政対策債」の元金償還が始まったため。

光熱水費

1,152 0 1,152

19,110 17,181 1,929


